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「地方創生」政策と
地域経済循環分析にむけて

はじめに

　2015年9月20日付け朝日新聞の社説タイトルは、「新たな『始まり』の日に」

である。いうまでもなく、前日の安保法案の国会決議を受けてのことである 1。

2011年3月11日の東日本大震災から 4年6ヶ月たち、アベノミクスとTPP（環

太平洋経済連携協定）推進を掲げて、安倍政権は新自由主義グローバル国家と

しての歩みをさらに加速させている。

　ハーヴェイ（2007）によれば、典型的な新自由主義国家は、労働者の集団

的権利よりも良好なビジネス環境を優先し、住民の福利や環境の質よりも、金

融システムの保全を優先させるところに特徴がある 2。さらにハーヴェイは、

新自由主義国家はその性質から不安定なものであり、そのため新保守主義の台

頭を招くが、それは個人的利益のカオスに対する対抗物として、権威主義的な

秩序や道徳、そして軍事化の必要性を強調するという 3。

　他方でラヴァル（2015）は、「権利をもった主体、行動的市民、個人の自由」

1 同社説では状況を次のように解説している。「まさにいま安倍政権が見せつけているの
は、日本が戦後70年をかけて積み上げてきた理念も規範も脱ぎ捨て裸となった、むき
出しの権力の姿である。」『朝日新聞』2015年9月20日付社説を参照。
2 デビッド・ハーヴェイ（渡辺治監訳）『新自由主義－その歴史的展開と現在－』作品社、
2007年、101-102 ページ。
3 同上、115-116 ページ。
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などの理念を掲げ、理想とする個人と社会との関係を示すことのできた古典的

自由主義とは違い、今日の新自由主義は社会の未来にいかなる希望も与えてお

らず、「現代のネオリベラリズムにはもはや人間の生活に意味を与え、共同体

に方向を示してくれるような価値観はない」という 4。

　もしも彼らの言うように、新自由主義国家が不安定な国家であり、主権者で

ある国民に対して国家の正当性を十分に説明できないものであるならば、国民

を自らの下につなぎとめる何らかの手段が必要になるだろう。安倍政権におい

ては、それが「経済成長による富の拡大」を掲げるアベノミクスであり、戦後

の国際政治経済秩序に変更を迫る「中国の脅威」であるように思われる。

　ところが、大胆な金融緩和（第1の矢）、機動的な財政政策（第2の矢）、民

間投資を喚起する成長戦略（第3の矢）の「3本の矢」からなるアベノミクスは、

デフレからの脱却や富の拡大といった目標に十分な成果をあげているとは言え

ず、それは物価上昇率や実質GDP増加率の推移を見ても明らかである。その

うえ、実質賃金は伸びずに非正規雇用比率が 4割に達する中で、一部の輸出企

業や資産家には金融緩和による円安と株高の恩恵を与えており、アベノミクス

はむしろ格差社会化を加速させているといえる 5。

　同様に、都市と農村の格差も拡大している。そして現在では、地方における

社会減と自然減による人口減少から、21世紀半ばの「地方消滅」の可能性さ

え公然と語られるようになっているが、そうした地方の「存続の危機」は、元

総務大臣である増田寛也の「増田レポート」や安倍政権の「地方創生」政策を

通じて、国により演出され創り出されているとの指摘がある 6。

　本稿では、安倍政権の地域政策である新たな国土形成計画と「地方創生」政

4 クリスチャン・ラヴァル（菊池昌実訳）『経済人間－ネオリベラリズムの根源－』新評論、
2015年、369-370 ページ。

5 厚生労働省の発表では、2014年10月1日時点の非正社員割合は 40.0％であり、企業が
非正社員を雇う理由として最も多いのが「賃金節約」である。『朝日新聞』2015年11月
5日付。

6 岡田知弘『「自治体消滅」論を超えて』自治体研究社、2014年、および山下祐介『地方
消滅の罠－「増田レポート」と人口減少社会の正体』ちくま新書、2014年を参照。
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策に注目し、新自由主義グローバル国家による地域政策をどのように理解すべ

きかを検討する。地方版アベノミクスと称される「地方創生」政策は、疲弊す

る地域社会を再生しうるものとして、さらには新たな国民統合の手段として理

解できるのであろうか？

　また検討にあたって、前稿（2013）に引き続き、「絶えず再生＝再編成され

る社会的諸関係の空間秩序」に注目する視点から、「フローの空間」と「ストッ

クの空間」という異質な二つの空間を仮定して分析を行う 7。「フローの空間」

とは、商品の生産から消費（および廃棄）までの一連の過程によって形成され

る空間を指し、グローバル化の進行によって社会的分業のネットワークが広範

囲に広がるほど、「フローの空間」は拡大することになる。

　他方で筆者は、前稿において「商品取引が行われる空間それ自体における社

会的諸関係を問う視点」もまた、現代グローバリゼーションの分析にあたって

併せ持つべき視点だと述べた。そこで、商品と同じく社会的な生産物である「場

となる空間」のことを、本稿では「ストックの空間」と呼ぶこととする。

1　新たな国土形成計画と「地方創生」政策

　2015年8月、安倍政権下で初となる国土形成計画が閣議決定されたが、これ

は前年7月に策定された「国土のグランドデザイン 2050」を踏まえたもので

ある 8。この「国土のグランドデザイン 2050」は、「コンパクト＋ネットワーク」

7 渡邉英俊「グローバル化時代の山陰経済－境港における国際物流を中心に－」『山陰研
究』第6号、2013年。グローバリゼーションの進行によりトランスナショナルな空間諸
関係を分析することが重要な課題となっているが、ディラダ＆ウィロクス（2010）は、
「絶えず再生＝再編成される社会的諸関係の空間秩序」を明らかにする、新たな分析枠
組みの必要性を論じている。Derudder, Ben and Frank Wilox（eds.）, Commodity 
Chains and World Cities, Wiley-Blackwell, 2010, p.1.

8 「国土のグランドデザイン 2050」では、①急激な人口減少・少子化、②異次元の高齢化
の進展、③都市間競争の激化などグローバリゼーションの進展、④巨大災害の切迫・イ
ンフラの老朽化、⑤食料・水・エネルギーの制約、地球環境問題、⑥ICTの劇的な進歩
など技術革新の進展、これら 6項目が時代の潮流と課題だとされている。国土交通省「国
土のグランドデザイン 2050」概要を参照。



26 渡邉英俊

を強調するところに特徴があり、そのねらいは第1表のように、「新しい集積」

の形成による生産性向上を促す国土構造への再編にあった 9。

　このため新たな国土形成計画は、日本の各地域が個性を磨き、異なる個性を

持つ各地域が連携することでイノベーションの創出を促す「対流促進型国土」

の形成を図るとしている 10。さらに、「対流」を通じたイノベーションの促進には、

様々な地域が個性を際立たせる必要があり、たえず地域は「自主的に」新たな

個性を見いだすように求めている 11。こうしたように、国の生産性向上のために、

地域は厳しい競争環境にあることを自覚しながら、自らの個性を「自らの選択と

責任の下に磨き上げなければならない」と、厳しい調子で要請している 12。

9 他方で「コンパクト＋ネットワーク」を理念とした国土構造の再編は、人口減少を前提
とした行財政効率を高める国土利用を目指すため、集約から外れた地域では不便が増す
ことや、ネットワークの維持費用の問題から、過疎地域を漸次たたむ計画が伏線に含まれ
ていること、さらに市町村再統合・道州制導入などの地方制度再編が前提とされているな
ど、深刻な問題点をはらんでいることが懸念される。中嶋信「『地方創生』と維持可能な
農村－足下から対抗軸を育てよう－」『住民と自治』621号、2015年、25ページを参照。

10 ここでの「対流」とは、流体内の温度差によって生じる「対流」概念の援用であり、多
様な個性を持つ地域間のヒト・モノ・カネ・情報の流れを促進することで、イノベーショ
ンの創出を促す「対流促進型国土」の形成が基本構想とされる。国土交通省「国土形成
計画（全国計画）」2015年、10 ページ。

11 同上、11-12 ページ。
12 同上、12-13 ページ。

第１表　「コンパクト＋ネットワーク」の意義・必要性

①質の高いサービスを効率的に提供
・人口減少下において、各種サービスを効率的に提供するためには、集約化（コンパクト化）
することが不可欠
・しかし、コンパクト化だけでは、圏域・マーケットが縮小して、より高次の都市機能に
よるサービスが成立するために必要な人口規模を確保できないおそれ
・このため、ネットワーク化により、各種の都市機能に応じた圏域人口を確保することが
不可欠

②あらたな価値創造
・コンパクト＋ネットワークにより、人・モノ・情報の高密度な交流が実現
・高密度な交流がイノベーションを創出
・また、賑わいの創出により、地域の歴史・文化などを継承し、さらにそれを発展
→コンパクト＋ネットワークにより「新しい集積」を形成し、国全体の「生産性」を高め
る国土構造

（出所）「国土のグランドデザイン 2050 概要」より抜粋。
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　その他、新たな国土形成計画には、基本構想の実現のために関係府省の調

整を行うことや、地方自治体の施策への反映に努めることが明示されており、

2008年に民主党政権下で策定され、地方公共団体から国への計画提案制度が

謳われた旧国土形成計画とは、まったく異質なものといえる。

　また新たな国土形成計画は、安倍政権が「ローカル・アベノミクス」として

進める「地方創生」政策とも密に連動している。事実、「国土のグランドデザ

イン 2050」において、日本各地の横並び志向が否定され、地域が主体的に多

様性を再構築し、自らの資源に磨きをかけることが求められているが、「まち・

ひと・しごと創生基本方針2015」もこれと同様の方向性を示している 13。

　「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」では、①各地域の「稼ぐ力」の引

き出し、②熱意と意欲のある地域へのインセンティブ改革を通じた「地域の総

合力」の引き出し、③民間の創意工夫を最大限に活用した「民の知見」の引き

出し、これらの 3つが目標として掲げられており、そこでは東京と比べた地方

の労働生産性の低さが課題とされ、地域発のイノベーションの促進やサービス

産業の生産性の向上への取組が要請されている 14。さらに①については、「地

域経済を牽引している地域中核企業のグローバルイノベーター企業への脱皮」

や、「潜在成長力のある企業の地域中核企業への革新」など、後述するコネクター

ハブ企業などの「地域中核企業」の役割を重視していることが見て取れる 15。

　これらの政策動向が示しているのは、WTO（世界貿易機関）の自由化交渉

やTPPなどの FTA/EPA（自由貿易協定／経済連携協定）の進展を受けて、

今後のさらなるグローバリゼーションの推進を前提に、日本国内の物的および

13 進藤兵は、①所得再分配ではなく、地方の「自立」、②ナショナル・ミニマムではなく
経済成長、③積極的な自治体にのみ国が支援する方式、④地方での産業界・行政・大学・
金融・労働団体と住民の動員、⑤国が与える目標に対して地方が結果を出したかを国が
評価することで、地方それぞれを競争させる方式、以上の 5点を強調するところに、ロー
カル・アベノミクスの特徴を見ている。進藤兵「見えてきた安倍内閣の地方政策－地方創
生政策と国家戦略特区－」『賃金と社会保障』第1625・26号、2015年、24ページ。

14 まち・ひと・しごと創生本部「まち・ひと・しごと創生基本方針2015－ローカル・ア
ベノミクスの実現に向けて－」3-5 ページ。

15 同上、7-8 ページ。
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社会的インフラストラクチャを含む「空間それ自体に内在する社会的諸関係」

＝「ストックの空間」を組み替え、国家主導で供給サイドから「新しい国」に

作り替えようとする安倍政権の強い姿勢である。また現下の地域政策が「地域

再生」ではなく、「地方創生」と命名されたのも、こうした安倍政権の姿勢に

よるものと考えられる 16。

2　外需と地域経済循環へのアプローチ

　ところで、2008年のリーマン・ショック以降、世界的な需要縮小と記録的

な円高がもたらした製造業のサプライ・チェーンの構造変化により、日本の輸

出はいまだ金融危機前の水準を回復していない。その一方で、輸入は増加し続

けており、2013年以降は金融危機前の水準を上回る規模に達している。その

結果、1980年代初頭から大幅な黒字で推移してきた日本の貿易収支は赤字化

し、2014年には過去最大の貿易赤字を計上した 17。

　他方で、大企業を中心とした日本企業の多国籍化により、海外投資からの収

益は増加を続けており、2014年には主として企業の海外直接投資の収益から

なる第一次所得収支は、過去最大の黒字となっている。このため日本の国際収

支は、貿易収支の赤字拡大にもかかわらず経常収支では黒字を計上することと

なり、ひとまず経常収支の赤字化は避けられる結果となった 18。

　こうした日本の経常収支構造の変化について、経済産業省は『平成27年度

版通商白書』において、①輸出する力、②外で稼ぐ力、③呼び込む力の「3つ

の力」に注目した分析を行っている。このうち①の「輸出する力」では、2012

16 田代洋一による「地方創生」と「地域再生」の概念的かつ根源的な違いの指摘は鋭い。
田代の指摘をそのまま借用すると、東京は「地方創生」できるが（東京にとっての「地方」
「拠点」を「創生」する）、人びとが生まれ住んで逝く在所としての「地域」を創り出す
ことはできない。「地域」は「それ自体あるもの」であって、その課題は「持続」「再生」
である。田代洋一「『地方創生』と農政『改革』－それは『地域再生』につながるか－」『農
業と経済』第81巻第5号、2015年、46 ページ。

17 経済産業省『平成27年版通商白書の概要』2015年、2ページ。
18 同上。
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年末以降の円安局面でも輸出が拡大しない理由として、新興国の需要が伸び悩

んでいることや、為替変動に応じた輸出価格の引き下げが見られないこと、さ

らに海外生産が進んだことを挙げており、輸出財の高付加価値化と輸出数量の

維持・拡大の両立が課題視されている 19。

　また②の「外で稼ぐ力」では、日系海外現地法人の日本からの資材調達が減

少する中で、日本側出資者向け支払い（配当金、ロイヤリティ等の合計額）は

増加しており、さらに中国からの配当金支払いが、2000年代後半以降、米国

に匹敵する水準に増加していることを指摘している 20。さらに第1図からは、

日本の海外直接投資収益の還流元として、米国、中国、タイが非常に大きくなっ

ていることが分かる。

　このように、日本企業の多国籍企業化によりアジアを中心に形成されてきた

サプライ・チェーン・ネットワークは、いまや成熟化の段階を迎えており、そ

れが日系海外現地法人向けの中間財輸出の伸び悩みや、日本の貿易赤字の拡大

19 経済産業省『平成27年版通商白書の概要』2015年、4-7 ページ。
20 同上、10 ページ。

第１図　主要国の日系海外現地法人の利益・配当状況（2012）

（出所）経済産業省『平成27年版通商白書の概要』2015年、11 ページ。
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とそれを海外投資収益の国内還流により埋め合わせる必要を生じさせている。

こうしたことから、アジアの「フローの空間」には不可逆的な変化が生じてい

るといえるが、さらにこうした「フローの空間」の変化は、当然のように日本

国内の地域経済へも多大な影響を与えているはずである。以下、関連する事実

を確認しよう。

　中小企業庁は『2015年版中小企業白書』において、消費税増税や円安による原

材料価格の上昇が中小企業の経営を圧迫していることを問題視しているが、さら

に近年の中小企業の経営環境の悪化の要因として、大企業と中小企業との取引関

係の変化にも注目している。とりわけ製造業では、大企業の多国籍化により国

内中小企業との相互依存関係が希薄化しており、そのため中小企業は大企業か

らの受託加工に頼らず、自ら需要を獲得する必要があると指摘している 21。

　さらに同白書では、中小企業が地域経済の中心的役割を果たしていることを

重視しつつ、①域外から「外貨」を稼ぐ移出産業、②域内で資金を循環させ所

得を生みだす産業、これら二種類の産業の両方が地域経済の持続性のためには

重要だと述べていることにも注意すべきである 22。

　従来、とりわけミクロ経済学ベースの地域経済学では、移出産業は「地域内

の経済活動を左右する基盤産業」23 であり、「移出の増加が地域の経済成長を

もたらす」24 と説明されてきた。ところがそれにかわって、『2015年版中小企

業白書』では、移出産業だけでは地域の所得創出や雇用創出にとって不十分な

場合があることや、そうした場合には上記の①と②の産業をうまく連関させる

ことが重要だと指摘している25。外需と地域経済循環のどちらか一方ではなく、

その両方によって地域経済は支えられており、両者の有機的連関のあり方に注

目するアプローチへの変化は、近年の興味深い動向といえる。

21 中小企業庁『2015年版中小企業白書の概要』。
22 中小企業庁『2015年版中小企業白書』427 ページ。
23 佐藤泰裕『都市・地域経済学への招待状』有斐閣ストゥディア、2014年、30 ページ。
24 山田浩之・徳岡一幸編『地域経済学入門　新版』有斐閣、2007年、51 ページ。
25 中小企業庁『2015年版中小企業白書』428 ページ。
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3　地域経済循環分析への取り組み

　ところで、アジアの「フローの空間」の変化は、貿易統計や国際産業連関表

を用いた実証分析により明らかにされてきているが、国際的な貿易や投資の構

造変化が日本国内の地域経済に与えている影響については、現時点では詳細な

実証分析を行うことが難しい。その理由は純粋にデータの制約によるものであ

り、国際的な経済取引と国内の経済取引とを直接つなげて実態把握できるデー

タが存在しないためである。また多くの市町村で産業連関表が作成されていな

いこともあり、このことも「フローの空間」の変化が地域経済に及ぼす影響に

ついて、地域間および異時点間で比較分析し、それを実証的に明らかにするこ

とを難しくしている 26。

　こうした現状に対して、入谷（2012）や中村（2014）など、独自に市町村

レベルの地域産業連関表を作成し、地域経済分析を行う取り組みが進められて

いる。とくに入谷は佐無田（2007、2008）を参考に、地域経済を 3部門に分

割して、それぞれを「移輸出産業」、「地元市場産業」、「生産誘発産業」として、

3部門により形成される地域経済循環の構造分析を行っている。

　第2表は、入谷が自ら作成した宮崎県綾町の産業連関表をもとに、町内産業

を3部門に分割したものである。「移輸出産業」と「地元市場産業」の2部門では、

第２表　綾町の産業連関構造

（出所） 入谷貴夫『地域と雇用をつくる産業連関分析入門』自治体研究社、2012年、32-33 ページ。
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それぞれ地域内外の最終需要向けの生産額と上流の関連産業への波及額（後方

連関効果）を示している。また「生産誘発産業」部門は、他の 2部門から生産

誘発（前方連関効果）を受ける産業であり、ここでは生産誘発額の大きさを部

門ごとに示している。この分析手法の特徴は、外需向け産業すなわち移輸出産

業部門と地元市場産業部門の比重を示しつつ、それぞれの産業部門の前方／後

方連関を明らかにすることで、地域における外需と地域経済循環の有機的連関

のあり方を分析していることにある。

　入谷はまた、宮崎県諸塚村、高知県檮原町、北海道帯広市の地域産業連関表

を作成し、綾町と同様に地域経済を 3部門で構成する分析を行っている。こう

した市町村レベルの地域経済循環の分析は、独自に地域産業連関表を作成する

必要があり、当然ながら手間もかかり困難は大きい。しかし、「フローの空間」

の変化が地域経済に及ぼす影響を詳細に分析するには、避けては通れない基礎

的で不可欠な取り組みだといえる 27。

4　地域経済分析システム（RESAS）への期待

　とはいえ、産業連関表による地域経済分析にも限界はある。この分析手法か

らは、産業間の取引関係をもとに経済循環構造を分析し、特定の一時点におけ

るマクロな地域経済構造を明らかにできるが、他方で産業レベルの分析である

ため、当然ミクロな企業間取引の姿は浮かび上がっては来ない。しかし、それ

ぞれの産業内部では、「フローの空間」の変化に適応して取引関係を拡大させ

る企業もあれば、その逆もあるはずであり、産業全体として一様な影響を受け

るとは考えにくい。これは前掲第2表からも示唆されるところである。

26 産業連関表とは、各種統計から作成される加工統計であり、日本では総務省・内閣府・
金融庁・財務省などの諸省庁によって作成される全国表のほか、都道府県で作成される
産業連関表がある。その他、国際取引についての国際産業連関表もあるが、市町村レベ
ルでは政令指定都市を除いて、ほとんど作成されていない。

27 最新の 2011年版の産業連関表は、島根県については 2016年度に公表予定である。来年
度の最新データの公表を待って、すでに公表されている 2000年版、2005年版をあわせ
て活用しながら、県内の市町村レベルで地域経済循環分析を行う必要がある。
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　宮崎県綾町では、農業については移輸出産業部門では 19億円、地元市場産

業部門では 1億円の生産額があり、移輸出産業部門での生産が圧倒的に大きい。

しかし生産額は小規模とはいえ、地元市場向けに生産している小規模農家は多

数存在しているはずであり、そうした農家では移輸出向け生産は行っていない

かもしれない。さらに「移輸出」についても、すべての農家／農業生産法人が

輸出向け生産に携わっているとは考えにくく、生産者間での生産性などの違い

から、輸出できる生産者もあれば国内市場向け生産に限られる生産者も、同一

部門に存在するはずである。

　そこで、こうした企業レベルでの分析に役立つと期待されるのが、経済産業

省が開発し 2015年4月から供用開始となった、地域経済分析システム（RESAS）

である 28。これは帝国データバンクの保有する企業間取引（B to B）データを

用いて、地域経済の産業構造分析を行うための新たなシステムだとされる 29。

　RESAS は 4月の供用開始以降、すでに数回のバージョンアップを繰り返し

ているが、2015年10月末時点において、産業マップ、農林水産業マップ、観

光マップ、人口マップ、自治体比較マップの 5つから構成されている。このう

ち産業マップについては、「全産業花火図」、「産業別花火図」、「企業別花火図」

を除いて、一般公開されている 30。

　このように現時点では、RESAS の本体部分ともいえる企業間取引データを

含む 3つの「花火図」の利用は、情報セキュリティの観点から国と地方自治体

の特定の職員のみに制限されており、大学研究者には利用が認められていない。

そこでひとまず、公表されているシステムの仕様からこれらの「花火図」の機

28 「地方創生」政策の情報支援ツールとして、国は RESAS を地方自治体が地方版総合戦
略を策定するのに役立たせるとしている。詳しくは経済産業省HP http://www.meti.
go.jp/press/2015/04/20150421001/20150421001.html、およびまち・ひと・しごと創生
本部HP https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/resas/ を参照。（最終閲覧日2015
年11月3日）

29 中小企業庁『2014年版中小企業白書』535 ページ。以下の RESAS についての説明は、
断りがない限り同白書に依拠したものである。

30 RESASは以下のウェブサイトで利用できる。https://resas.go.jp/#/13/13101。ただし、
ブラウザーにはGoogle Chrome が必要である。
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能を確認し、どのような分析方法が可能なのかを見るほかはない。

　まず「花火図」という耳慣れない名称であるが、企業間の取引構造を分析す

ると、後述のコネクターハブ企業を中核とした花火のようなネットワーク図が

見えてくるため、その形状から「花火図」と呼ばれる。そして 3つの花火図は、

それぞれ以下の機能を持つように設計されている。

○全産業花火図：地域内の主要産業の全体像を把握する。

○産業別花火図：行政区域を越えた取引ネットワークやサプライ・チェーン、

産業構造を把握する。

○企業別花火図：コネクターハブ企業を中心とした取引関係を把握する。

　機能の一例として、全産業花火図では、地域の雇用を支える産業や地域外か

ら資金を稼いでいる産業を特定できるとされており 31、松江市では第2図のよ

うな形になる。また全産業花火図では、一つの業種だけを取り出して、企業の

取引関係を示すこともできる。第3図は松江市の機械製造業について、仕入れ

先企業や販売先の企業との取引関係を示したものである。この機能により、例

えば、松江市の機械製造業が松江市内の卸売業や域外の企業から仕入れ、島根

県や東京都などの域外の企業へ販売しているといった姿が分析できるという 32。

　そして、こうした「花火図」による企業間取引ネットワークの分析において、

とくに重視されているのがコネクターハブ企業の特定作業である。コネクター

ハブ企業とは、企業間取引のネットワークにおいて、地域内取引と地域外取引

を結びつける結節点となる企業であり、第4図がそのイメージ図になる。コネ

クターハブ企業は、「外貨」をもたらすと同時に、地域内に資金を配分する中

心的な役割を担っていると考えられている。そのため、RESAS の利用により

国や地方自治体は、コネクターハブ企業を特定しそれを政策的に支援すること

31 中小企業庁『2015年版中小企業白書』444 ページ。
32 中小企業庁『2014年版中小企業白書』538 ページ。
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第2図　松江市の全産業花火図

第3図　機械製造業に着目した松江市の全産業花火図

（出所）中小企業庁『2014年版中小企業白書』537 ページ。

（出所）中小企業庁『2014年版中小企業白書』539 ページ。

で、より効率的に地域政策が行えるとのねらいがある。

　繰り返しになるが、RESAS の企業間取引データを用いた花火図分析は、現

時点では研究者の利用が認められていない。そのため、それが地域経済分析に
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どれほど有効なシステムであるかは評価できない。しかし、元データが企業間

取引（B to B）データであるため、最終消費者向けの取引（B to C）につい

ては把握できないこと、さらに帝国データバンクが保有する企業間取引データ

に限定されており、すべての企業間取引を網羅するものではないことを考慮す

ると、産業連関表を用いた地域経済循環分析に取って代わるものと見ること

はできない。むしろ両者は相互補完的なものになるだろうが、いずれにせよ

RESASの大学研究者への完全な利用開放が望まれる。

おわりに

　現在のところ、「地方創生」政策を含めたアベノミクスは、大局的には「アメ」

と「ムチ」ではなく、大多数の国民にとって、さながら「ムチ」と「ムチ」で

あるかの様相を呈している 33。すなわち新自由主義グローバル国家は、多国籍

企業とコスモポリタンには「アメ」を、既存の近代国家＝国民国家の枠組みに

第４図　コネクターハブ企業のイメージ図

（出所）中小企業庁『2014年版中小企業白書』534 ページ。

33 アベノミクスによる円安・株高には、中小企業や労働市場に好循環をもたらす「トリク
ルダウン」効果が期待されたが、企業収益は内部留保を増やすばかりで、投資や賃上げ
にはつながっていない。そのため、新たに「分配」がアベノミクスに加えられたと、日
経新聞は報じている。『日本経済新聞』2016年1月23日付を参照。
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とどまらざるを得ない大多数の「国民」には、「ムチ」を用意するかのようで

ある 34。そして新自由主義グローバル国家の経済政策や地域政策が、国民統合

の手段としての機能に欠けるとすれば、今後もますます「外敵の脅威」を喧伝

することが、政治的に必要とされることだろう 35。

　とすれば、ここに地方の自立が必要な文脈があるように思われる。新たな国

土形成計画や「地方創生」政策が掲げる、新自由主義グローバル国家の望む形

への一方的な「空間それ自体に内在する社会的諸関係」＝「ストックの空間」

の再編に対抗し、それぞれの地域社会において「場となる空間」を築きあげて

きた社会的営みに対応した社会的諸関係を、維持・再生していく必要がある。

　またそのためには、日本国内の「フローの空間」の構造分析、とりわけ地

域経済循環構造の把握が不可欠であるが、産業連関表や RESASの企業間取引

データを用いた分析が可能となるよう、市町村レベルでの産業連関表の作成や

RESASの大学研究者への完全な利用開放など、環境整備が早急に必要である。

　安倍政権の新しい国土形成計画や「地方創生」政策は、日本国内の「フローの

空間」の実態把握を踏まえたものではなく、それゆえ地域経済循環の実態につい

ても盲目的なまま策定されている。にもかかわらず、2015年10月のTPP交渉の

大筋合意を受けて、グローバル化対応を名分として国が地方を取捨選択し、地域

間競争と淘汰を強要する形での「ストックの空間」の組み替えを推し進めること

も予想される。いま求められているのは、外需と地域経済循環の有機的連関を発

見・構築・整備し、地域社会の再生へつなげるホンモノの地方創生である。

34 コスモポリタンおよびコスモポリタニズムについては、デビッド・ハーヴェイ（森田成也・
中村好孝・岩崎明子訳）『コスモポリタニズム－自由と変革の地理学－』作品社、2013
年を参照。アントニオ・グラムシによれば、コスモポリタニズムは、帝国主義や根無し
草の経営者階級の発展と結びついている。同書、149 ページ。

35 石破茂（地方創生担当大臣）は「やる気も知恵もないところはごめんなさいだ」と述べ、「地
方創生」政策では「選択と集中」の論理により、国が地方を選別する方針だと明言して
いる。したがってこの方針では、国が「やる気も知恵もない」として選択しなかった地
方は、「ごめんなさい」と消滅させられることになる。関耕平「『自律した幸福な島』か
らのメッセージ－島根県隠岐郡海士町」『農業と経済』第81巻第5号、2015年、89 ペー
ジを参照。
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